
◆目標管理者

部長　　　寺田　哲康

　　４．課題解決に向けた令和４年度の具体的な取組
　　　　【年度末実績】

③

【取組実績】
・グリーンプラザからすまの入込客数の回復・経営の安定化に
向け、運営者との協議や周辺施設との連携調整を行いました。
・駐車場については、、駐車場の拡大や県道への左折退出の実
現に向け、前年度に引き続き県へ要望書を提出し、道路管理者
である県が実施する測量、土質調査、設計、レイアウトの作成に
ついて調整・協議を行いました。（執行額0千円）

【成果目標実績】
　以下の理由から施設改修工事実施設計を見送るとともに、進
め方、スケジュールの見直しを行いました。
　（理由）令和4年度に課題として判明した「道の駅全体の利活
用」や「県駐車場拡大事業とのスケジュール調整」を整理し、令
和5年度に道の駅エリア全体について基本計画として取りまとめ
る必要性が生じたため。

【取組】
・園芸施設用パイプハウス撤去・処分補助金の創設や法人化講習会の開催等
により、担い手農業者の支援を行うとともに、レーク滋賀農業協同組合をはじめ
とした関係機関と連携、調整を行うことで利用権の設定を通じた農地の利用集
積を図ります。（事業費：1,000千円）
・子どもを対象にした食農教育（栽培、収穫、食べる）を実施することで、「食」や
「農」への意識の醸成を図ります。

【成果目標】
・担い手への農地の集積率　令和4年度　60.0%　（令和3年度：58.6% ）
　※第2次草津市農業振興計画との整合を図るため、農地の集積率は
　　耕地面積ベースに変更
・食農教育の実施園数　10園

②

【取組】
・県における草津用水土地改良区の基幹的な土地改良施設の機能更新事業
において、令和2年度に県営草津用水2期(二期)地区の事業採択を受け、2期
(一期)地区と併せて必要な経費の一部を負担するなど、農業生産施設の適正
な機能更新を図ります。（市負担金　67,500千円）
・県営馬場山寺地区基盤整備事業において実施設計等に必要な経費の一部を
負担し、併せて土地改良区の運営を支援します。（市負担金等：5,493千円）
・法面の草刈や水路の泥上げ等の地元による農村地域の維持活動に対する支
援制度である「農村まるごと保全向上対策事業」の広域化事業を推進し、農村
地域の維持保全活動の継続の強化を図ります。（事業費：22,394千円）

【成果目標】
・草津用水2期事業進捗率　71.9%（令和3年度：65.0%）
・農村まるごと保全向上対策事業の推進
　  令和4年度　549ha（23ha増加：南笠の農用地面積）

①

【取組実績】
・関係機関と連携し、園芸施設用パイプハウス撤去・処分補助金
の創設や法人化講習会を開催するなど、担い手農業者に対して
担い手農業者の支援を行うとともに、レーク滋賀農業協同組合
を通じた利用権の設定を行いました。（執行額　200千円）
　(執行額が低くなった理由）
　ロシアによるウクライナ侵攻により資材高騰となり、パイプハウ
スの建て直しを見送る状況となったため。
・市民の農への関心度を高めるため保育所・認定こども園を対
象に袋栽培による農業体験『はたけのこ体験事業』を行いまし
た。

【成果目標実績】
・担い手への農地の集積率　令和4年度　61.3%
・食農教育の実施園数　13園

②

【取組実績】
・県営事業による、草津用水土地改良区の基幹的な土地改良施
設の機能更新事業（県営草津用水2期事業）の円滑な推進を図
るため、国、県へ安定的な予算の要望を行いました。また、早期
事業完了を図るため必要な経費の一部を負担するなど、農業生
産施設の適正な機能更新を図りました。
　（市負担金　95,457千円）
・県営馬場山寺地区基盤整備事業において、権利者への同意
徴収に日数を要し、県営による実施設計実施が1年伸びました
が、土地改良事業施行申請および土地改良区設立認可申請を
行い、法手続きを進めました。
　（執行額　0千円）
・組織化されていない2町内会（新堂町・南笠町）に対して、説明
を実施し、「農村まるごと保全向上対策事業」の活動事業および
広域化事業を推進するとともに、農村地域の維持保全活動の継
続の強化を図りました。（執行額　22,221千円）
　（組織化されなかった理由）
　町内で調整を進めていたが、最終合意形成が得られなかった
ため。

【成果目標実績】
・草津用水2期事業進捗率　74.8%（令和3年度：65.0%）
・農村まるごと保全向上対策事業の推進　令和4年度　526ha

《令和４年度　環境経済部　組織目標の達成状況》　

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取組と成果目標

【取組】
　「道の駅草津リノベーション構想」に基づき、運営者とも意見交換を行いなが
ら、グリーンプラザからすまの施設改修工事実施設計を行うなど、リノベーショ
ンに向けた取組を進めます。（事業費　3,992千円）

【成果目標】
　施設改修工事実施設計の実施

③

1

　国において、食料を安定的に供給し、食料自給率の向上と食料安
全保障の確立を基本方針とした、新たな「食料・農業・農村基本計画」
において、農業の持続的な発展に向けた各種施策が展開されている
ことから、本市においても国の政策を活用しつつ、地域の特性を生か
した農業振興を図っていくことが必要となっています。

①

・新たに策定した「第2次草津市農業振興計画」に基づき、本市の農業を次
世代に継承し、持続可能で安定的な農業経営の安定化を図るとともに、
『農』を通じたつながりの拡大を進めます。
・農業生産を支える基幹的な土地改良施設の機能更新により、安定した地
域農業経営の確立に向けた取組を進めます。
　また、馬場山寺地域の未整備田において、農地の基盤整備（ほ場整備）
を実施し、農地の大区画化と担い手農家への農地集積により、生産性の向
上や経営規模拡大など、地域農業の振興と優良農地の確保・保全を進め
ます。
・「道の駅草津リノベーション構想」に基づき、道の駅草津の機能強化や魅
力アップによる農業振興を進めます。

①

主
令和４年度当初予算概要「主な事業の概要」に
関連する項目には、「４．課題解決に向けた令和
４年度の具体的な取組」欄に、左の記号を記載し
ています。

主

主

主

環境経済部～1～



　　４．課題解決に向けた令和４年度の具体的な取組
　　　　【年度末実績】

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取組と成果目標

【取組】
・草津市観光物産協会の事務所移転にかかる費用や新たに採用する職員の
人件費を補助することで、機能強化および組織運営の安定を図ります。
・令和元年度に策定された草津市観光物産協会の事業計画に定められた事業
を、新型コロナウイルス感染拡大の状況に応じて適切に支援を行います。（事
業費　観光物産協会観光振興活動費補助金　47,575千円）

【成果目標】
　観光入込客数
　　令和4年　3,160,000人（令和3年（暫定版） 2,206,676人）

⑥

【取組実績】
　令和3年度に法人化し、令和5年2月に事務所移転した（一社）
草津市観光物産協会を支援するために必要となる予算措置を
行い、新型コロナウイルス感染症の影響が残る中でも実施可能
な取組を行い、観光産業の回復に向けた基礎固めを行いまし
た。
（執行額　38,267千円）

【成果目標実績】
　観光入込客数
　　令和4年（暫定版）　2,729,254人
　前年よりも観光入込客数は増加したものの、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、目標数には達しませんでした。

2
　新型コロナウイルス感染症の影響により売り上げの減少や観光等
の需要の落ち込みにより、中小企業等の経営や雇用情勢に深刻な影
響を及ぼしています。

②

・新型コロナウイルス感染拡大や国際情勢等により、経営に影響を受けて
いる中小企業等の状況把握を行い、中小企業等の事業の継続や売上の
下支えについて支援を行います。
・工業だけでなく、商業や観光など産業を幅広く捉えた産業全体の中長期
的な振興対策の検討を行います。また、さらなる地域観光の活性化のた
め、草津市観光物産協会等の関係団体と連携して観光事業を展開します。

【取組】
　地域経済の発展および市民生活の向上を図ることを目的に市の産業振興に
関する基本理念を定め、産業振興に関する施策を総合的に推進するため、
「（仮称）草津市産業振興条例」の制定や産業振興施策を総合的かつ計画的に
実施するための実行計画である「草津市産業振興計画」の策定に向けた取組
を進めます。　（事業費　4,983千円）

【成果目標】
　（仮称）草津産業振興条例の制定および草津市産業振興計画の策定に向
け、産業振興審議会からの答申

⑤

【取組実績】
　草津市の産業全般の振興を推進するため、草津市産業振興
条例の制定および草津市産業振興計画の策定に向けた取組を
進めました。（執行額　4,781千円）

【成果目標実績】
・草津市産業振興審議会の開催　3回
・産業振興審議会からの答申　令和5年1月30日

⑥

3
　良好な自然環境を維持していくために、生態系等に配慮した環境保
全と環境負荷低減を進め、持続可能な社会づくりへの取組が進めら
れています。

③
　第3次草津市環境基本計画の基本方針に基づき、草津市の目指す環境
像の実現に向けて、「環境・経済・社会の統合的な向上」、「持続可能な地
域資源の活用」、「多様な主体との協働」を柱とした取組を進めます。

④

【取組】
　資金繰りが悪化している中小企業等に対し、融資のための認定事務や融資
制度等の支援に関する情報提供を行い、中小企業等の事業活動の支援を行
います。
　また、新型コロナウイルス感染拡大や国際情勢に伴う物価高騰等に対応する
ため、国や県の経済対策を踏まえ、関係団体と協力しながら必要な支援や情
報提供を行います。

【成果目標】
　市内中小企業等への経済対策等による適切な支援

⑤

④

【取組実績】
・本市独自の経済対策を実施することにより、特に深刻な影響を
受けている事業者の売上の下支えを行いました。
・新型コロナウイルス感染拡大によって、さらに原油価格や物価
高騰で、特に影響を受ける業種の中小事業者等を支援するた
めに、プレミアム付チケット事業を実施し、事業者の売上の下支
えを行いました。（執行額　175,186千円）

【成果目標実績】
　「草津市応援チケット事業」の実施
　 　令和4年10月1日～12月31日

【取組実績】
　重点事業の実施に向けて、関係課や関係機関、地域、団体等
とともに展開を図りました。（執行額　3,434千円）
・重点事業①「いきもの自然学校」
　総合的に環境が学べるモデル地域2学区（志津、笠縫東）と、
事業の推進に関わる人材育成や、モデル地域の利活用を図る
ための環境学習プログラムを実施しました。
・重点事業②「地域資源健幸ラリー」
　モデルコースの展開に取り組む4学区（玉川、山田、笠縫東、
常盤）と、既存の取組に環境に関する学びを取り入れたモデル
コースを設定し、ウォークラリーを実施しました。
・重点事業③「環境イノベーション」
　エコフォーラムを活用し、アンケート調査を行ったうえで、支援
制度の検討を行いました。

【成果目標実績】
　重点事業①「いきもの自然学校」
　　モデル地域において環境学習プログラムを9回
　　　（志津　6回、笠縫東　3回）実施しました。

【取組実績】
　自然環境保全地区の危険木除去費等補助金を交付しました。
（執行額　7,340千円）

【成果目標実績】
　自然環境保全地区12地区の危険木除去を実施していただきま
した。

⑦⑦

【取組】
　自然環境保全地区の危険木除去を促進します。（事業費　自然環境保全地
区危険木除去費等補助金　14,685千円）

【成果目標】
　自然環境保全地区の危険木除去実施地区数　令和4年度目標地区数　7地
区／全体数　15地区（令和4年度新規事業）

⑧

【取組】
　重点事業の実施に向けて、関係課や関係機関、地域、団体等とともに準備お
よび展開を図ります。（事業費　3,606千円）
・重点事業①「いきもの自然学校」
　総合的に環境が学べるモデル地域2学区（志津、笠縫東）と、事業の推進に関
わる人材育成や、モデル地域の利活用を図るための環境学習プログラムの実
施を進めます。
・重点事業②「地域資源健幸ラリー」
　モデルコースの展開に取り組む4学区（玉川、山田、笠縫東、常盤）と、既存の
ウォークラリーを発展させたモデルコースの設定、実施を進めます。
・重点事業③「環境イノベーション」
　エコフォーラムや草津市地球冷やしたい推進協議会等の既存のイベントや団
体を活用し、ニーズ調査や意見集約を行い、ニーズに応じたセミナー事業から
進めていきます。

【成果目標】
　重点事業①「いきもの自然学校」モデル地域における環境学習プログラム実
施数　令和4年度目標回数　9回（令和3年度実績：0回）

⑧

主

主

環境経済部～2～



　　４．課題解決に向けた令和４年度の具体的な取組
　　　　【年度末実績】

　１．現状認識
　　　（重点目標の背景となる現状・社会の動向・現場の課題など）

　２．重点目標 　　３．目標達成のための取組と成果目標

【取組実績】
　家庭部門における脱炭素の取組を進めていくため、県が実施
するスマート・エコハウス普及促進事業補助金と同額の補助金
を上乗せする制度を創設し、ゼロカーボンシティへの取組を推進
しました。
　また、市民の自発的な行動変容を促す「ゼロカーボンアクショ
ン」の啓発を行うため、家庭での省エネ取組事例等を紹介した
動画を作成し啓発を推進しました。
　（執行額4,998千円）

【成果目標実績】
　太陽光発電設備等申請件数　95件
　物価高騰等の影響により、補助金への申請件数が想定してい
た件数に達しませんでした。

⑩

【取組実績】
　市民の日常生活において、身近で気軽に取り組める事業や、
事業者や団体において地球温暖化対策の実践につながる事業
等、第4次草津市地球冷やしたいプロジェクトの8つの事業を推
進し、市民、事業者、団体、市が一体となって、地球温暖化対策
の市民運動を推進しました。
　（執行額2,373千円）

【成果目標実績】
・エコ・アクション・ポイント参加世帯数　168世帯
・体も地球も元気にプランター菜園推進事業講習参加者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　46人/年

4

　近年、大気中の温室効果ガスの濃度の上昇に伴い、平均気温が上
昇することにより、異常気象が世界中で発生しており、我々の生活が
脅かされています。これ以上の地球温暖化を防ぐためにも脱炭素社
会への転換・推進が求められています。

⑨

【取組】
　家庭部門における脱炭素の取組を進めていくため、県が実施するスマート・エ
コハウス普及促進事業補助金と同額の補助金を上乗せする制度を創設し、ゼ
ロカーボンシティへの取組を推進します。また、市民の自発的な行動変容を促
す「ゼロカーボンアクション」の啓発を行うため、家庭での省エネ取組事例等を
紹介した動画を作成し啓発を推進します。
※草津市地球温暖化対策推進本部関連事項
（事業費10,383千円）

【成果目標】
太陽光発電設備等申請件数　　　　　184件（令和4年度新規事業）

④

・ゼロカーボンシティくさつの実現に向けたまちづくりを進めるため、再生可
能エネルギー等の普及・促進に向けた施策の展開を図るとともに、市民の
行動変容を促す取組を進めます。

・第4次草津市地球冷やしたいプロジェクト（草津市地球温暖化対策実行計
画：区域施策編）において設定した重点アクション事業を促進し、市民、事
業者、団体、市が第3次草津市環境基本計画に基づく「気候変動への対策
（緩和と適応）」に取り組み、日常における環境に配慮した自発的な行動の
実践につながるよう取組を進めます。

⑩

【取組】
　市民の日常生活において、身近で気軽に取り組める事業や、事業者や団体
において地球温暖化対策の実践につながる事業等、第4次草津市地球冷やし
たいプロジェクトの8つの事業を推進し、市民、事業者、団体、市が一体となっ
て、地球温暖化対策の市民運動を推進します。
※草津市地球温暖化対策推進本部関連事項
（事業費2,884千円）

【成果目標】
・エコ・アクション・ポイント参加世帯数　150世帯/年（令和3年度:76世帯/年）
・体も地球も元気にプランター菜園推進事業講習参加者
　　　　　　　　　　　　　　　  　 　　　　　　 　　60人/年（令和3年度：60人/年）

⑨
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・資源循環型社会の構築を図るため、ごみの発生抑制と再使用の取
組を進めるとともに、ごみの分別と資源化を徹底する必要がありま
す。
・今後の人口増加およびごみ量の推計を踏まえ、処理施設への負荷
を抑えるためにも、ごみを減量する必要があります。

⑪⑤

・「第3次草津市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画」に掲げる減量目標の達
成に向けて、各種施策の検討を行い、具体的な取組を進めます。
・指定ごみ袋やごみの分別に関する施策については、市民生活に大きく影
響するため、廃棄物減量等推進審議会やごみ問題を考える草津市民会議
等、市民の意見を踏まえ、検討を進めます。

⑪

【取組実績】
・ごみ問題を考える草津市民会議との共催による「エコライフフェ
ア草津」の開催や排出事業者への減量指導など、ごみの減量や
分別等に関する啓発を行いました。
・ごみの排出抑制に向けて、市議会等と協議を重ね、指定ごみ
袋制度の見直しおよび事業系ごみ処理手数料の改正を行いま
した。
・プラスチックごみの一括回収に関して、国の動向や他市事例な
ど、情報収集を行いました。

【成果目標実績】
・市民1人1日当たりの家庭系ごみ量（集団回収を含む）　：
515.4g/人・日
・市民1人1日当たりの事業系ごみ量：240.0g/人・日

【取組】
・市民に対するごみの減量や分別に関する啓発、排出事業者への減量指導な
どを引き続き行います。
・令和5年度以降に実施予定の施策について、制度設計に向けた庁内外の調
整を行います。
・「プラスチック資源循環促進法」の施行に伴うプラスチックごみの一括回収に
関する国の動向を踏まえて、分別方法の見直しや分別ブックの改訂に向けた、
検討を行います。

【成果目標】
・市民1人1日当たりの家庭系ごみ量（集団回収を含む）：546.2g/人・日
　（令和3年度実績：569g/人・日）
・市民1人1日当たりの事業系ごみ量：258.7g/人・日
　（令和3年度実績：251g/人・日）

主

主
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